










その結果，周知のとおり，2010 年 3 月
期から（一定の要件を満たした企業に限定
されるとはいえ）IFRS の適用が容認され
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2005 年 1 月から EU域内の上場企業の財
務諸表に IFRS の適用を義務づけ，2007


















の転換を後押しした５)。FASB と IASB は
2002 年 9 月，米国基準と IFRS との中長
期的コンバージェンスに向けての合意，い
わゆるノーウォーク合意を取り交わした。







































ASBJ と ISAB がコンバージェンス共同プロジェクトの立ち上げに向けて協議を開始（10月）





































① 第 11 回企会審企画調整部会












































































































































▼ 26 社（回答企業 39社）が IFRS の選択
適用を認めるべきと回答した。





































































































② 第 14 回企会審企画調整部会































































③ 第 15 回企会審企画調整部会














































































④ 第 16 回企会審企画調整部会













































■ IFRS を段階的に適用するか，一斉に適用するかは，IFRS の強制適用を判断する際に，任意適用の状
況等を基に作成者の対応能力等を見極めた上で，改めて検討・決定することが適当であると考えられる。
■ 強制適用に当たっては，実務対応上必要な期間として，強制適用の判断時期から少なくとも 3 年の準
備期間が必要になるものと考えられる（すなわち 2012 年に強制適用を判断する場合には，2015 年ま
たは 2016 年に適用開始）。

















成が容認された（第 1 条の 2，第 93 条）。
この改正に伴い，2010 年 3 月期までに
米国基準によって連結財務諸表を作成する






18 日），「EDINET 概要書」 等を改正
（2010 年 4 月 12日），「国際会計基準に基
づく四半期連結財務諸表の開示例」を公表






























































見金融担当大臣（当時）は 6月 21 日の会
見時に「IFRS適用に関する検討について」
































図表 5 IFRS 適用に関する検討について
○わが国における国際会計基準（IFRS）の適用に関しては，2009 年 6 月に，企業会計審議会より「我
が国における国際会計基準の取扱いについて（中間報告）」が示され，2010 年 3 月期以降任意適用が認
められたが，その後，国内外で様々な状況変化が生じている。
■ 米国ワークプランの公表（2010 年 2月）
■ IASBと FASBがコンバージェンスの作業の数か月延期を発表（2011年 4 月）
■ 「単体検討会議報告書」の公表（2011 年 4月 28日）
■ 産業界からの「要望書」の提出（2011 年 5月 25日）
■ 米国 SECの IFRS適用に関する作業計画案の公表（2011年 5月 26日）











○一部で早ければ 2015 年 3 月期（すなわち 2014年度）にも IFRS の強制適用が行われるのではないか
と喧伝されているやに聞くが，「少なくとも 2015 年 3 月期についての強制適用は考えておらず，仮に強
制適用する場合であってもその決定から5-7 年程度の十分な準備期間の設定を行うこと，2016 年 3 月期
で使用終了とされている米国基準での開示は使用期限を撤廃し，引き続き使用可能とする」こととする。




















































































出典）2011 年 6 月 30 日合同会議，配付資料
「自見庄三郎大臣提案検討事項」より作成。
② 2011/8/25 合同会議













































































































































































































































































































































































































































■ わが国における IFRS 適用のあり方についての議論を深めるためには，まず，IFRS のどの基準・考え
方がわが国にとって受け入れ可能であり，どの基準・考え方は難しいかを整理することが必要である。
○わが国としての意見発信


















































































































































































































































































































































































































































































































































廃された（第 1 条の 2）。さらに，2014







































■ IFRS は今後とも世界の関係者が参加して改善されていくべきものであることから，IFRS 策定への日
本の発言権を確保していくことがとりわけ重要となる。
○任意適用要件の緩和






















年 3 月期までに IFRS を任意適用した企業






































































図表 12 IFRS 任意適用・任意適用予定企業
企業名 業種 適用時期 発表日
日本電波工業 電気機器 2010 年 3月期*1 2010年 6 月 25日
HOYA 精密機械 2011年 3月期 2011年 1 月 31日
住友商事 卸売業 2011 年 3月期*2 2010年 12月 1日
日本板硝子 ガラス・土石製品 2012 年 3月期第 1四半期 2010年 11月 4日
日本たばこ産業 食料品 2012年 3月期 2012年 2 月 29日
ディー・エヌ・エー サービス業 2013 年 3月期第 1四半期 2012年 2月 7日
アンリツ 電気機器 2013 年 3月期第 1四半期 2012年 4 月 26日
SBI ホールディングス 証券，商品先物取引業 2013 年 3月期第 1四半期 2012年 4 月 26日
丸紅 卸売業 2013 年 3月期*3 2013年 2月 1日
マネックスグループ 証券，商品先物取引業 2013年 3月期 2013年 3 月 21日
双日 卸売業 2013 年 3月期*2 2013年 3 月 28日
トーセイ 不動産業 2013年 11月期第 1四半期*1 2013年 2 月 22日
中外製薬 医薬品 2013 年 12月期第 1四半期 2012年 12月 14 日
楽天 サービス業 2013年 12月期第 1四半期*1 2012年 12月 20 日
ネクソン 情報・通信業 2013 年 12月期第 1四半期 2013年 4 月 22日
旭硝子 ガラス・土石製品 2013 年 12 月期 2013年 2月 7日
ソフトバンク 情報・通信業 2014 年 3月期第 1四半期 2013年 1 月 31日
アステラス製薬 医薬品 2014年 3月期 2013年 2 月 28日
武田薬品工業 医薬品 2014年 3月期 2013年 5月 9日
小野薬品工業 医薬品 2014年 3月期 2013年 5 月 13日
三井物産 卸売業 2014 年 3月期*2 2013年 11月 27 日
伊藤忠商事 卸売業 2014 年 3月期*2 2013年 12月 13 日
三菱商事 卸売業 2014 年 3月期*2 2013年 12月 20 日
第一三共 医薬品 2014年 3月期 2014年 1 月 31日
リコー 電気機器 2014 年 3月期*2 2014年 1 月 31日
そーせいグループ 医薬品 2014 年 3月期*2 2014年 2 月 12日
伊藤忠エネクス 卸売業 2014 年 3月期*2 2014年 2 月 20日
ヤフー 情報・通信業 2015 年 3月期第 1四半期 2014年 1 月 29日
日東電工 化学 2015 年 3月期第 1四半期 2014年 2 月 28日
エーザイ 医薬品 2015 年 3月期第 1四半期 2014年 3 月 25日
エムスリー サービス業 2015 年 3月期第 1四半期 2014年 4 月 24日
ケーヒン 輸送用機器 2015 年 3月期第 1四半期 2014年 4 月 25日
富士通 電気機器 2015 年 3月期第 1四半期 2014年 4 月 30日
セイコーエプソン 電気機器 2015 年 3月期第 1四半期 2014年 4 月 30日
参天製薬 医薬品 2015年 3月期 2014年 2月 4日
コニカミノルタ 電気機器 2015 年 3月期*2 2014年 4 月 18日
日本取引所グループ その他金融業 2015年 3月期 2014年 4 月 28日
LIXIL グループ 金属製品 2016年 3月期 2013年 9 月 17日
出典）東京証券取引所 HP「IFRS 任意適用・任意適用予定会社一覧」（http://www.tse.or.jp/listing/ifrs/list.html）
と各社のプレスリリースより作成（任意適用予定企業については，2014 年 4 月 30 日発表分まで
を掲載）。
注）*1 日本電波工業の IFRS 移行日は 2000 年 4 月 1日，トーセイは 2008 年 4 月 1日，楽天は 2011
年 1 月 1日なので，上記の適用時期における任意適用は「IFRSの初度適用」には該当しない。
*2 有価証券報告書での開示から適用（決算短信までは旧基準）。
*3 決算短信等での開示は2014 年 3月期第 1四半期からであるが，その提出時に 2013 年 3月期の
連結財務諸表を併せて開示。











日本電波工業 68.07% 9.55% 小野薬品工業 － 25.62%
HOYA 61.24% 52.47% 三井物産 55.93% 32.90%
住友商事 43.97% 36.77% 伊藤忠商事 37.16% 41.23%
日本板硝子 73.55% 36.13% 三菱商事 28.87% 30.09%
日本たばこ産業 48.29% 27.35% 第一三共 47.73% 31.44%
－ 44－
ディー・エヌ・エー － 33.62% リコー 58.30% 35.27%
アンリツ 60.57% 29.82% そーせいグループ 80.79% 12.71%
SBI ホールディングス － 44.99% 伊藤忠エネクス － 9.76%
丸紅 27.94% 31.49% ヤフー － 47.20%
マネックスグループ 33.50% 25.69% 日東電工 73.66% 35.96%
双日 43.65% 31.18% エーザイ 40.60% 23.06%
トーセイ － 17.29% エムスリー 17.88% 35.10%
中外製薬 12.75% 75.97% ケーヒン 78.19% 26.63%
楽天 13.20% 38.60% 富士通 37.83% 40.81%
ネクソン 82.30% 92.81% セイコーエプソン 72.23% 25.66%
旭硝子 65.26% 23.50% 参天製薬 17.86% 45.56%
ソフトバンク － 43.81% コニカミノルタ 77.39% 44.98%
アステラス製薬 46.14% 49.82% 日本取引所グループ － 36.10%
武田薬品工業 52.83% 28.05% LIXIL グループ 14.28% 35.00%
出典）各社の IFRS 適用発表日の直近の有価証券報告書より作成。「－」は日本国内の外部顧客への売上
高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため，記載が省略されていることを示している。


















































































































































































































































































図表 17 IFRS 任意適用の影響（包括利益計算書項目） 単位：百万円
日本基準 IFRS 差異 差異(%) 日本基準 IFRS 差異 差異(%)
日本電波工業（～2009/3） HOYA（～2010/3）
売上高 59,170 59,429 259 0.44% 413,525 402,430 △11,095 △2.68%
当期純利益 △28,873 △28,731 142 0.49% 38,172 41,517 3,346 8.76%
包括利益 － － － － － － － －
日本板硝子（～2011/3） 日本たばこ産業（～2011/3）
売上高 577,212 577,069 △143 △0.02% 6,194,554 2,059,365 △4,135,189 △66.76%
当期純利益 5,042 15,815 10,773 213.67% 149,608 248,736 99,128 66.26%
包括利益 △15,206 △7,947 7,259 47.74% △54,427 △48,967 5,460 10.03%
ディー・エヌ・エー（～2012/3） アンリツ（～2012/3）
売上高 145,729 146,501 772 0.53% 93,586 93,622 36 0.04%
当期純利益 35,344 31,615 △3,730 △10.55% 10,180 7,972 △2,207 △21.68%
包括利益 34,277 31,419 △2,858 △8.34% 10,070 7,110 △2,960 △29.39%
SBI ホールディングス（～2012/3） マネックスグループ（～2012/3）
売上高 145,074 177,409 32,335 22.29% 32,293 30,569 △1,724 △5.34%
当期純利益 5,633 2,762 △2,871 △50.97% 1,486 1,094 △392 △26.38%
包括利益 3,764 926 △2,838 △75.40% 5,480 5,858 379 6.92%
双日（～2012/3） トーセイ（～2012/11）
売上高 4,494,237 2,006,649 △2,487,586 △55.35% 24,539 24,195 △344 △1.40%
当期純利益 △850 1,722 2,572 302.59% 1,405 1,465 60 4.27%
包括利益 △17,622 △13,611 4,010 22.76% 1,404 1,464 60 4.27%
中外製薬（～2012/12） 楽天（～2012/12）
売上高 391,220 386,552 △4,668 △1.19% 443,474 400,444 △43,030 △9.70%
当期純利益 48,992 46,841 △2,151 △4.39% 20,054 21,136 1,082 5.40%
包括利益 53,318 52,488 △830 △1.56% 33,586 31,574 △2,012 △5.99%
ネクソン（～2012/12） 旭硝子（～2012/12）
売上高 108,448 108,393 △55 △0.05% 1,189,956 1,189,952 △4 0.00%
当期純利益 25,331 28,159 2,828 11.16% 47,776 52,512 4,736 9.91%
包括利益 34,430 39,027 4,597 13.35% 171,227 186,941 15,713 9.18%
ソフトバンク（～2013/3） アステラス製薬（～2013/3）
売上高 3,378,365 3,202,536 △175,829 △5.20% 1,005,612 981,899 △23,713 △2.36%
当期純利益 363,320 437,837 74,517 20.51% 82,851 92,464 9,613 11.60%
包括利益 554,234 642,187 87,953 15.87% 152,801 158,347 5,547 3.63%
武田薬品工業（～2013/3） 小野薬品工業（～2013/3）
売上高 1,557,267 1,557,005 △263 △0.02% 145,393 142,806 △2,587 △1.78%
当期純利益 133,587 150,695 17,109 12.81% 24,341 23,190 △1,152 △4.73%
包括利益 304,095 323,300 19,205 6.32% 41,424 36,798 △4,626 △11.17%
第一三共（～2013/3） そーせいグループ（～2013/3）
売上高 997,852 994,659 △3,193 △0.32% 1,958 1,958 0 0.00%
当期純利益 68,195 65,906 △2,288 △3.36% △765 948 1,713 223.97%
包括利益 124,327 128,395 4,067 3.27% △664 1,049 1,713 257.87%
伊藤忠エネクス（～2013/3）
売上高 1,430,746 864,589 △566,157 △39.57%
当期純利益 6,494 7,393 899 13.84%









































米国基準 IFRS 差異 差異(%) 米国基準 IFRS 差異 差異(%)
住友商事（～2010/3） 丸紅（～2012/3）
売上高 2,884,172 2,876,746 △7,426 △0.26% 4,390,353 4,409,645 19,292 0.44%
当期純利益 161,452 169,366 7,914 4.90% 177,034 155,749 △21,285 △12.02%
包括利益 271,377 285,919 14,542 5.36% 110,414 135,442 25,028 22.67%
三井物産（～2013/3） 伊藤忠商事（～2013/3）
売上高 4,911,609 4,912,118 509 0.01% 4,579,763 4,699,466 119,703 2.61%
当期純利益 331,975 316,252 △15,723 △4.74% 302,670 282,491 △20,179 △6.67%
包括利益 672,297 703,211 30,914 4.60% 507,040 507,060 20 0.00%
三菱商事（～2013/3） リコー（～2013/3）
売上高 5,968,774 6,009,887 41,113 0.69% 1,924,497 1,885,995 △38,502 △2.00%
当期純利益 387,994 343,624 △44,370 △11.44% 37,366 43,818 6,452 17.27%
包括利益 809,369 875,865 66,496 8.22% 95,599 96,692 1,093 1.14%
出典）各社の任意適用初年度の有価証券報告書等より作成（当期純利益は日本基準の少数株主損益調整前
当期純利益）。連結財規における包括利益の表示は 2011 年 3 月期からなので，日本電波工業と
HOYAの包括利益は「－」としている。
図表 18 IFRS 任意適用の影響（包括利益計算書項目，従前日本基準適用企業）
△10%以上 △10%未満 △5%未満 5%未満 10%未満 10%以上 平均① 平均②
売上高 3社 3社 10社 3社 1社 △8.02% △1.19%
当期純利益 4社 3社 2社 3社 9社 37.29% 8.77%
包括利益 3社 2社 1社 3社 3社 7社 5.73% 6.32%


















2014 年 3月期有報，115 頁）
▼ ファイナンス･リース……HOYA，アン
リツ，ソフトバンク，小野薬品工業





































































































































































































































































































図表 20 IFRS 任意適用の影響（財政状態計算書項目） 単位：百万円
日本基準 IFRS 差異 差異(%) 日本基準 IFRS 差異 差異(%)
日本電波工業（2009/3） HOYA（2010/3）
資産合計 67,632 67,348 △284 △0.42% 549,737 560,290 10,553 1.92%
負債合計 47,232 46,681 △551 △1.17% 198,265 201,541 3,276 1.65%
資本合計 20,399 20,667 268 1.31% 351,473 358,749 7,278 2.07%
日本板硝子（2011/3） 日本たばこ産業（2011/3）
資産合計 868,588 889,420 20,832 2.40% 3,571,928 3,655,201 83,273 2.33%
負債合計 641,714 662,843 21,129 3.29% 1,980,725 2,053,889 73,165 3.69%
資本合計 226,874 226,577 △297 △0.13% 1,591,203 1,601,311 10,109 0.64%
ディー・エヌ・エー（2012/3） アンリツ（2012/3）
資産合計 152,486 153,223 736 0.48% 113,069 111,287 △1,781 △1.58%
負債合計 54,125 55,178 1,052 1.94% 58,205 64,468 6,263 10.76%
資本合計 98,361 98,045 △316 △0.32% 54,863 46,818 △8,045 △14.66%
SBI ホールディングス（2012/3） マネックスグループ（2012/3）
資産合計 1,663,814 1,655,568 △8,246 △0.50% 535,663 526,729 △8,934 △1.67%
負債合計 1,195,235 1,303,663 108,428 9.07% 463,203 450,923 12,280 2.65%
資本合計 468,579 351,905 △116,674 △24.90% 72,460 75,806 3,346 4.62%
双日（2012/3） トーセイ（2012/11）
資産合計 2,120,596 2,190,692 70,095 3.31% 64,732 65,363 631 0.97%
負債合計 1,790,125 1,835,511 45,385 2.54% 38,580 38,819 239 0.62%
資本合計 330,471 355,180 24,708 7.48% 26,152 26,543 391 1.50%
中外製薬（2012/12） 楽天（2012/12）
資産合計 587,720 645,325 57,605 9.80% 2,108,409 2,287,634 179,225 8.50%
負債合計 97,645 116,164 18,519 18.97% 1,845,957 2,045,722 199,765 10.82%
資本合計 490,075 529,161 39,086 7.98% 262,451 241,912 △20,539 7.83%
ネクソン（2012/12） 旭硝子（2012/12）
資産合計 313,928 320,188 6,260 1.99% 1,899,373 1,916,394 17,021 0.90%
負債合計 99,003 97,943 △1,060 △1.07% 902,423 955,646 53,223 5.90%
資本合計 214,925 222,245 7,320 3.41% 996,949 960,747 △36,201 △3.63%
ソフトバンク（2013/3） アステラス製薬（2013/3）
資産合計 6,524,886 7,218,172 693,286 10.63% 1,445,561 1,565,271 119,710 8.28%
負債合計 4,418,427 5,287,732 869,305 19.67% 383,536 390,665 7,130 1.86%
資本合計 2,106,459 1,930,440 △176,019 △8.36% 1,062,026 1,174,606 112,580 10.60%
武田薬品工業（2013/3） 小野薬品工業（2013/3）
資産合計 3,955,599 4,052,556 96,958 2.45% 455,573 475,068 19,495 4.28%
負債合計 1,732,240 1,714,270 △17,970 △1.04% 32,282 32,526 244 0.76%
資本合計 2,223,359 2,338,286 114,928 5.17% 423,291 442,542 19,251 4.55%
第一三共（2013/3） そーせいグループ（2013/3）
資産合計 1,644,071 1,684,949 40,877 2.49% 6,794 8,615 1,820 26.80%
負債合計 728,326 746,468 18,142 2.49% 282 667 384 135.92%
資本合計 915,745 938,480 22,735 2.48% 6,511 7,947 1,436 22.05%
伊藤忠エネクス（2013/3）
資産合計 323,747 315,893 △7,854 △2.43%
負債合計 217,216 218,238 1,022 0.47%
資本合計 106,531 97,655 △8,876 △8.33%
－ 55－
（参考）
米国基準 IFRS 差異 差異(%) 米国基準 IFRS 差異 差異(%)
住友商事（2010/3） 丸紅（2012/3）
資産合計 7,137,798 7,107,044 △30,754 △0.43% 5,129,887 5,375,323 245,436 4.78%
負債合計 5,443,140 5,469,822 26,682 0.49% 4,214,117 4,411,185 197,086 4.68%
資本合計 1,694,658 1,637,222 △57,436 △3.39% 915,770 964,138 48,368 5.28%
三井物産（2013/3） 伊藤忠商事（2013/3）
資産合計 10,324,581 10,777,274 452,693 4.38% 7,117,446 7,198,501 81,055 1.14%
負債合計 6,884,477 7,092,285 207,808 3.02% 5,004,827 5,123,307 118,480 2.37%
資本合計 3,440,104 3,684,989 244,885 7.12% 2,112,619 2,075,194 △37,425 △1.77%
三菱商事（2013/3） リコー（2013/3）
資産合計 14,410,665 15,064,738 654,073 4.54% 2,360,697 2,391,163 30,466 1.29%
負債合計 9,854,615 10,132,963 278,348 2.82% 1,402,039 1,417,161 15,122 1.08%
資本合計 4,556,050 4,931,775 375,725 8.25% 958,658 974,002 15,344 1.60%
出典）各社の任意適用初年度の有価証券報告書等より作成（資本合計は日本基準の純資産合計）。
図表 21 IFRS 任意適用の影響（財政状態計算書項目，従前日本基準適用企業）
△10%以上 △10%未満 △5%未満 5%未満 10%未満 10%以上 平均① 平均②
資産合計 5社 11社 3社 2社 3.85% 2.98%
負債合計 3社 11社 2社 5社 10.94% 5.00%
資本合計 2社 3社 3社 8社 3社 2社 0.27% 0.45%
出典）図表19より作成。平均②は最大･最小を除いた平均値。
図表 22 IFRS 任意適用の影響（主要な財務比率）
日本基準 IFRS 差異 日本基準 IFRS 差異 日本基準 IFRS 差異
日本電波工業（2009/3） HOYA（2010/3） 日本板硝子（2011/3）
総資本利益率 △42.69% △42.66% 0.03pt. 6.94% 7.41% 0.47pt. 0.58% 1.78% 1.20pt.
売上高利益率 △48.80% △48.35% 0.45pt. 9.23% 10.32% 1.09pt. 0.87% 2.74% 1.87pt.
自己資本比率 30.16% 30.69% 0.53pt. 63.93% 64.03% 0.09pt. 26.12% 25.47% △0.65pt.
日本たばこ産業（2011/3） ディー・エヌ・エー（2012/3） アンリツ（2012/3）
総資本利益率 4.19% 6.80% 2.62pt. 23.18% 20.63% △2.55pt. 9.00% 7.16% △1.84pt.
売上高利益率 2.42% 12.08% 9.66pt. 24.25% 21.58% △2.67pt. 10.88% 8.52% △2.36pt.
自己資本比率 44.55% 43.81% △0.74pt. 64.50% 63.99% △0.52pt. 48.52% 42.07% △6.45pt.
SBI ホールディングス（2012/3） マネックスグループ（2012/3） 双日（2012/3）
総資本利益率 0.34% 0.17% △0.17pt. 0.28% 0.21% △0.07pt. △0.04% 0.08% 0.12pt.
売上高利益率 3.88% 1.56% △2.33pt. 4.60% 3.58% △1.02pt. △0.02% 0.09% 0.10pt.
自己資本比率 28.16% 21.26% △6.91pt. 13.53% 14.39% 0.86pt. 15.58% 16.21% 0.63pt.
トーセイ（2012/11） 中外製薬（2012/12） 楽天（2012/12）
総資本利益率 2.17% 2.24% 0.07pt. 8.34% 7.26% △1.08pt. 0.95% 0.92% △0.03pt.
売上高利益率 5.73% 6.05% 0.33pt. 12.52% 12.12% △0.41pt. 4.52% 5.28% 0.76pt.
自己資本比率 40.40% 40.61% 0.21pt. 83.39% 82.00% △1.39pt. 12.45% 10.57% △1.87pt.
ネクソン（2012/12） 旭硝子（2012/12） ソフトバンク（2013/3）
総資本利益率 8.07% 8.79% 0.73pt. 2.52% 2.74% 0.22pt. 5.57% 6.07% 0.50pt.
売上高利益率 23.36% 25.98% 2.62pt. 4.01% 4.41% 0.40pt. 10.75% 13.67% 2.92pt.
自己資本比率 68.46% 69.41% 0.95pt. 52.49% 50.13% △2.36pt. 32.28% 26.74% △5.54pt.
アステラス製薬（2013/3） 武田薬品工業（2013/3） 小野薬品工業（2013/3）
総資本利益率 5.73% 5.91% 0.18pt. 3.38% 3.72% 0.34pt. 5.34% 4.88% △0.46pt.
売上高利益率 8.24% 9.42% 1.18pt. 8.58% 9.68% 1.10pt. 16.74% 16.24% △0.50pt.
自己資本比率 73.47% 75.04% 1.57pt. 56.21% 57.70% 1.49pt. 92.91% 93.15% 0.24pt.
























































総資本利益率 4.15% 3.91% △0.24pt. △11.26% 11.00% 22.26pt. 2.01% 2.34% 0.33pt.
売上高利益率 6.83% 6.83% △0.21pt. △39.07% 48.42% 87.49pt. 0.45% 0.86% 0.40pt.
自己資本比率 55.70% 55.70% 0.24pt. 95.83% 92.25% △3.59pt. 32.91% 30.91% △1.99pt.
出典）図表 17と 20 より作成。総資本利益率の総資本は期首・期末の平均値を使用すべきだが，期末の数
値で計算した。また，自己資本比率の自己資本は，「株主資本とその他の包括利益累計額（日本基
準）」「親会社の所有者に帰属する持分合計（IFRS）」を使用すべきだが，「資本合計」で計算した。
図表 23 IFRS 任意適用の影響（主要な財務比率，従前日本基準適用企業）
△3pt.以上 △3pt.未満 △1pt.未満 1pt.未満 3pt.未満 3pt.以上 平均① 平均②
総資本利益率 3社 5社 10社 2社 1社 1.08pt. 0.15pt.
売上高利益率 4社 3社 6社 6社 2社 4.80pt. 0.84pt.











































10社，低下した企業が 11 社で（図表 22，
23），IFRS 適用の影響を一概には説明で
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